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生産活動を行う。私的限界便益 (PMB) と社会的限界便益 (SMB)が一致する需要曲線 (D)
























































































































































費用 (B)が期待損失(事故確率 (P)x損失 (L))より小さい (BくPL)にもかか
わらず、事故回避努力をしなかった場合には過失と見なされる。ところが、ハンド公式が
B・peLの量を限界、平均、総計のどちらに基づいて行ったかは明確ではない21)。





B = X Vv(W:注意の単位当り費用)、
になる。単純化のためにPL=P(X) Lとすれば、
-13-
SC=VV"X+ (P (X) L) 
である。社会的費用 (SC)を最小化するため、上記の式をXに対して一次微分すれば、
dSC/dX=W+ (dP/dX) L=O → V-J=一 (dP/dX) L 



































日本の場合、鉱業法 (109条) ・水洗炭業法 (16条) ・原子力損害の賠償に関する法律 (3





























































































































































となる。 SCを最小化するようにXを決める。 SCをXで微分して、 =0とおくと、
dSC/dX=O=l+D (dP/dX) 




SC=X+ (M-X) Pとなる。 SCを最小化するため、 Xで微分して、 =0とおく
と、
dSC/dX=O=l-P+ (M-X) (dP/dX) 
従って、
-20-
-dP/dX= (l-P) / (NI-X) 
になるような注意水準X1が選ばれる。特に、巨大原発事故の場合、 DがMをはるかに上




















SC=X+ (D-E) Pとなる。 SCを最小化するため、 Xで微分して、 =0とおく
と、




従って、 -dP/dX=l/(D-E)となるような X1が選ばれる。ここで、 l/Dより
1/ (D-E)の方が大きいので、賠償資力が限られた場合と同じく、補償契約がない場













































出所)Steven Shavell. ECONOMIC ANALYSIS OF ACCIDENT 
LAW， Havard University Press. 1987. p.278. 
* )過料 (fines)と罰金 (Penalties)とは異なる。
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日本 故 ニ思=- 300億円 条件っき 限時的
韓国
故意および



















賠償主体 国の措置 補償契約 責任保険
異常に巨大 -正常運転 -国の措置と補償






























































死亡者(人) 障害者(人) 財産被害(MWt) 
WASH-740 (1957) 500 早期3.400 早期43.000 2兆1千億円
原子力産業会議
500 早期 540 早期 2.900 3兆7千億円
(1960) 
WASH-740改訂版




告書 (1975) 長期54.800 長期248.000
日本の自動車事故 件数 死亡者 負傷者 責任保険支払




















































例えばアメリカの場合、 1975年から各施設毎に200万ドル'"'-'5 0 0万ドルを賦課するという、












区 分 日・韓 アメリカ イギリス ドイツ スイス パリ条約
責任制限 無限 有限 有限 無限 無限 有限
自然災害
あ り あ り な し な し な し .あ り|の免責
填補中心
民間保険 民間保険 民間保険 民間保険 民間保険 民間保険
補償契約 相互扶助















































































































































































































賠償措置額 I300億 | 約8億|約7.200億| 約8億 |約2億2千万
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「原子力J [i未来社会と法』筑摩書房 1976年など。
2 )現金または有価証券の供託であって、 日本の有価証券の種類については(科学技術庁






















11) 0 E C D加盟国によるパリ条約(Theinternationa1 Convention on Third Party L-
iability in the Field of Nuclear Energy) と援害賠償措置に関して拡大する旨のプ
ラッセル条約 (TheConvention Supplementary to the Paris Covention -Brussels 
? ??
??
Supplementary Convention、 IAEAの加盟国によるウィーン条約 (TheVienna Co-
nvention on Civil Liability fo Nuclear Damage)両条約は損害賠償措置額と貨幣単
位(各々SDR、USドル)において若干の差があるが、他の基本性格はほぼ類似している。
そのほか、原子力事故に関連する各種条約として、 「原子力事故の早期遥報に関する





12) Guido Calabresi. THE COSTS OF ACCIDENTS:A Legal and Economic Analysis.Yale 
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14) Ronald N.McKean. “Products Liabilty:Trends and Implication.' 百lË~ Uni versi -
ty of Chicago Law Review. Vol.38. No.1. Fall 1970. pp.8-22. 
15) Ronald H.Coase.“The Problem of Social Cost.' The Journal of Law and Econom-
ics. Vol.3. October 1960. pp.1-44. 






20)原子力安全委員会 『原子力安全白書(1994年版)JI 大蔵省印刷局 27頁。
21) Radiation Exposure Compensation Act (1990年)の第4条と第5条。
22)泊原発に関するもので基本協定第3条(日本科学者会議編 『原子力と人類』 リベル
タ出版 1990年 14--16頁)。原子力サイクル施設に関するものについては兼田慧 F六
















除去のために l兆9.000億円を投入した (1990年2月16日の共同通信:槌田敦 『エネ
ルギーと環境』 学陽書房 1993年 65頁)。また総被害額が3兆7.000万円にのぼると










32) NEA. lAEA. NUCLEAR THIRD PARTY LIABILITY AND INSURANCE. OECD. Paris. 1985. 
p.204. 
33)注22)を参照。


















































































































年2月から 2年半に 1度イギリスで関かれれる世界プール関係者の会議 (International









区 分 原子力保険 一般保険
元受保険市場 原子力保険プール 多数の保険会社
加 入 強 告リ 任 ニパEヨZE d、
保険料率 イギリスプールで算定本 多様な料率





























































































































































































(表-3) 韓国の原子力保険および補償契約の締結現況 ( 1992年)
補償契約額 責任保険契約額 財産保険契約額
発電所名 容量 (補償料) (保険料) (保険料)
60{意 60億
古里 1号 59万KW (3百万) ( 3千 8百万) 3.569億
60億 60億 (7億4千万)





古里4号 95万KW ( 3百万) (4千4百万)
60億 60億 4.789億
月城 1号 68万KW (3百万) (3千4百万) (10億4千万)
60億 60億
霊光 1号 95万四 ( 3百万) (4千4百万) 6.916億
60億 60億 (16億 l千万)
霊光2号 95万問 ( 3百万) (4千4百万)
60億 60億
蔚珍 l号 95万KW ( 3百万) (4千4百万) 6，078億
60億 60億 (17億9千万)
蔚珍2号 95万KW (3百万) (4千4百万)
762刀 540億 540億 2兆7628億
計


























韓 国 日 本
年度 保険料|保険金 損害率 保険料 保険金 損害率
1991 5.9 11.245 2. 7 0-，24 
1992 
77..31654151758 7 
7.9 12.366 109.5 0.88 

















年度 収入保険料 支給保険金 損害率 支給保険料 収入保険金 l
1991 2. 770 415 15.0 5.744 346 
1992 3.051 290 9. 5 4.970 23 












































1 )原子力安全委員会編 『原子力安全白書 (1994年版)JI 大蔵省印刷局 410---411真。
2 )当初自家保険も認めた自動車損害賠償責任保険が、強制保険となったのは1960年であ
る。
3)庭田範秋 『新保険学』 有斐閣 1993年 140---141夏。












9) Matrin T. Katzaman，“Pollution Liability Insurance and Catastropic Envircnm-
ental Risk，- Journal of Risk and Insurance， Vol.55. No.1， March 1988， P.3. 
10) もちろん、原子力保険には再処理・濃縮工場、廃棄物処理場も対象となる(原子力委
員会編 『原子力白書』 大蔵省印刷局 1996年 94頁)。なお、社会主義国の原発もあ
るので、世界の全ての原発が保険に加入してはいない。 1992年保険を持っていたのは、
275基であった。













社 『損害保険事務講座第8巻』 有斐閣 1984年 383頁。
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1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995丘
日 発
8.573 8，881 8，953 9，067 9，643 9，900 
電 (7.33) (3.59) (0.81) (1. 28) (6. 36) (2. 66) 
本
宵'芸Y苛ヨ? 7.656 7.899 7，978 8，047 8.588 8，816 
~ご (7. 24) (3.17) (0.99) (0. 87) (6. 73) (2.65) 
韓
発 L 077 1.186 1. 310 1，444 1. 650 1. 847 
電 (13.97) (10.12) (10.46) (10.23) (14.27) (11. 94) 
国
育石官否吾 944 1. 044 1.152 1. 277 1. 455 1. 633 
三官ヨ室こ (14.83) (10.59) (10.41) (10. 84) (14. 72) (11. 42) 
中 発
6.212 6. 775 7，539 8，383 9.281 
NA 電 (6.22) (9，06) (11. 28) (11. 20) (10. 71) 
国 需 6.230 6.804 7.589 8，427 9.260 NA 
3言25ご (6. 22) (9.21) (11. 54) (11.03) (9.90) 
4口4、 発 824 896 929 1. 018 1.103 1.179 
電 (7. 07) (8.85) (3.62) (9. 58) (8.34) (6.88) 
湾
居n官1'1予 743 810 853 921 986 1. 054 
主官ヨ主ミ主 (7. 35) (8.92) (5.32) (7.97) (7.03) (6.91) 
出所)韓国統計庁 『韓国統計年鑑』 各年版、中国国家統計局 『中国統計年鑑』
各年版、遺産省資源エネルギー庁公益事業部 『電力需給の概要』 各年版、
電気事業連合会『電気事業便覧』 各年版、 Cuuncilfor Economic Plan-
ning and Development.Taiwan S七atisticalData Book.1997.Taipeiより。
注) ()の数字は、前年対比の増減率で単位は%である。
一方、大気汚染の深刻化と石炭輸送網の未整備のため、 1990年代から沿岸部地域の原発


















ean Peninsula Energy Development Organization)の支援により、北朝鮮でも原発2墓の








台湾の龍門 1・2号機 (ABWR-改良型沸騰水型軽水炉、ともに125万問) 7)は、建設着工が









































材の輸出実績をすでに持っているが12)、 1996年5月ににGE (General Electric)社を主
体とした日米コンソーシアムで建設予定の龍門 l、2号機の原子炉は臼立製作所と東芝が
1 3)、タービン発電機は三菱重工業が各々受注している。中国においても、秦山原発1号機










































































































日 本 韓国 中国 4口~?訪弓τ 北朝鮮
原子力損害賠償制度 。 。 X* 。 × 
ウィーン条約 、JJ1 X X × × 
原子力安全条約 。 。 。 X ，、、




。 X × 
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促進対策特別会計法Jが追加され、 1974年6月に電源三法として制定された3) (図-1 )。
(表-1 ) 電源開発調整審議会の決定規模目標の達成率 (単位:年、%)
1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 
71< 力 117 109 91 53 23 100 47 62 4 87 I 
火 力 65 31 41 54 71 104 100 105 51 106 
原子力 137 28 。53 61 33 44 70 。60 






























































































































































































































る(表-3) 0 1996年5月現在、 4ヵ所に11基(古里4基、霊光4墓、蔚珍2基、月域l
基)の原発が稼働しており、 5基(月域3基、蔚珍2基)が建設中である。総設儀容量と
総発電量に占める原発の割合は、 1980年の各々 6.3%(12.0%)と9.3%.(16.0%)から、
1993年の27.5%(20.2%)と40.3%(31. 2%)のように急激な上昇をみせている 19¥ さら
に、 1995年 12月に樹立された長期電力需給計画(案)によれば、毎年原発を 1~2 墓を建
設し、 2009年に古里 1号機を廃止しても2010年には27基の原発を建設・運営する計画であ
る。このような原発中心の電源開発のため、新規原発と80万間以上の石炭火力の建設は韓
国電力公社(以下:韓電と略称)が担い、 2003年以後の石炭火力 (50万問級)、 2001年以






(表ー 3) 韓国の電源構成とその計画 (単位:万閥、%)
1980年 1990年 1994年 1995年 2000年 2005年 2010年
原子力
59 761 761 862 1. 372 1， 872 2，633 
(6.3) (36.2) (26.5) (26.8) (26.0) (27. 5) (33.1) 
石炭 75 
370 682 782 1， 583 2.203 2.170 
(8.0) (17.6) (23. 7) (24.3) (30.0) (32.4) (27.3) 
ー 255 496 674 1， 420 1， 621 2.201 
LNG 
(12. 1) (17.3) (20.9) (26.9) (23.9) 
石 油
690 482 686 592 514 550 353 
(73.4) (22.9) (23.8) (18.4) (9. 8) (8. 1) (4.4) 
水 力
116 234 249 309 388 548 598 
(12.3) (11. 1) (8. 7) (9.6) (7. 3) (8.1) (7. 5) 
計
940 2.102 2.874 3.218 5.276 6. 793 























































基準 支援金 発電機当 新規敷地 増設中 稼働中
容量 りの で建設中 の の
発電源 基準容量 の発電機 発電機 発電機
原子力 200 22.5(15) 100 11.3(7.5) 3 (2) 1. 5 (1) 
火
有煙炭 100 9.1(7) 50 4.6(3.5) 1. 3 (1) 1.1(0.8) 
無煙炭 40 5. 2 (4) 20 3.9 (3) 1. 3 (1) 1.1(0.8) 
力
泊専焼 60 30 2 1 0.6 
ガ ス 80 l 40 2 1 0.4 
建設中の





































































































































1990年 1991年 1992年 1993年
件数 金額 件数 会ム1!.. 額 件数 合 額 件数 」三b区. 額
所 農林水産 39 1，254 89 2.032 124 2.857 129 4，977 
得 商工業 3 100 7 226 6 270 756 
t普 観光産業 59 3 760 2 189 5 107 
大 計 44 1.413 99 3，018 132 3.316 140 5.840 
医 療 ー ー l 10 ー ー ー ー
公
社会福祉 35 949 57 912 69 1.881 72 2.405 
道 路 73 3.883 183 3，570 162 3.388 151 3.638 
北ノ、 港 湾 11 316 14 441 10 494 10 413 
上下水道 37 1. 326 55 938 61 1.120 52 1.034 
施
教育文化 7 478 2 40 1 6 3 545 
環境衛生 15 226 15 327 15 150 2 33 
運動娯楽 4 38 ー ー 135 42 
設 電気通信 26 608 57 17 74 4 33 
計 208 7，824 332 6.295 336 7，248 295 8.143 
教育資材 64 546 65 520 62 877 51 1. 400 
育 奨学金 39 378 44 605 47 791 49 1. 951 
体育振興 15 76 18 76 16 122 26 265 
英
奨学基金 7 295 8 334 9 449 14 1.190 
その他 10 174 16 105 11 79 28 328 
計 135 1. 469 151 1.640 145 2.318 168 5.134 
広報・付帯 ーー 547 ー 724 ー 748 ー 1.104 
A仁コ、 計 387 11. 253 582 11.677 613 13.630 603 20，221 
!韓 電 348 10.455 530 10.992 558 12.953 545 19.556 























































1991年 1992年 1993年 1994年
取得税 160 104 24 102 
住民税 1， 232 2.586 2.144 921 
事業所税 112 143 158 178 
財産税 74 82 89 95 
総 A口、
164 170 175 180 土地税
都 市
66 72 76 85 計画税
その他 133 66 61 58 
小計 1. 941 3.222 2.726 1. 619 
地方税 7，598 10.149 10. 509 10.493 
総額 (25.5%) (31.8%) (25.9%) (15.4%) 
支
所得
50 242 329 713 増大
援
ノ品、4土J 土、
484 963 644 1. 397 施設
金
育英
100 100 420 420 事業
計 634 1. 305 1. 393 2. 530 
近隣地域 66 294 106 228 

































































































1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1996年ネ
原子力
3.707 3.807 4. 799 9.014 9，127 24.268 
(32. 9) (32. 6) (35.2) (44. 6) (40.0) (45.8) 
火 力
4，725 5.364 6.311 8.327 11. 386 21. 812 
(42.0) (45. 9) (46. 3) (41.2) (46.1) (41. 1) 
水 力
2.821 2.506 2，520 2.880 4，181 6，959 
(25. 1) (21. 5) (18.5) (14.2) (16.9) (13. 1) 
計
11， 253 11. 677 13，630 20，221 24，694 53，039*キ
(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 
出所)韓国通商産産業部・韓国電力公社『発電所周辺地域支援事業事例集』韓




















弓~ 業 JjiJ 全 体 原子 力
事業件数 支援金 事業件数 支援金比率
基本
所得増大事業 166 10.974 4.1 60 4.481 
公共施設事業 409 15.733 20.3 199 6.378 支援
育英事業 177 10.563 13.6 29 3，825 号主ヨT・差ヨ是ミ壬ミ
小 計 751 37. 21'0 48.0 288 14.684 
電気料金補助事業 4 2.144 2.8 4 2.144 
住民福祉支援事業 29 4 





1，200 (182) ( 60) 
特別支援事業* 一 24.600 31. 7 未定 未定
広報事業 一 6，197 8.0 一 5，130 
付帯事業 一 389 0.5 一 128 

































(表-12) 日韓制度の比較 ( 1995年12月)
韓 国 日 本






























































































成立J IF商学論集』第59巻第4号 1991年 144~148頁を参照されたい。
3)新藤宗幸 「電源、立地と電源3法交付金J r電源立地をめぐる諸問題』 日本エネルギ
一法研究所 1984年 2頁。








9)上乗せ措置については、山口貌 「電源立地と周辺地域の整備J li工業立地』 第16巻
第10号 1977年 32頁を参照されたい。








予算への疑問J Ii世界JI 1981年12号、新藤宗幸、前掲論文、 10---22頁、清水修二
「電源開発促進対策特別会計の展開J Ii商学論集』第59巻 第6号 1991年 154頁を
参照されたい。
14) Ii原子力工業』第28巻第10号 1982年 3'"'-'4頁。
15 )清水修二、前掲論文、 158---157頁白






















日本科学者会議編 『暴定する原子力開発』 リベルタ出版 1989年と芝田英明 「原発
立地の経済効果J !i経済評論』第35巻第9・10・11号 1986年を参照されたい。
25) 日本原子力産業会議 『原子力年鑑 (1995年版)JI 54頁。
26)北村修二『国際化と労働市場』 大明堂 1992年 192頁。
27)霊光原発地域の漁業被害については、李ヒョンスク 「韓国の霊光原発J ff'技術と人
間JI1993年1・2月号を参照されたい。







32)電気料金制度については、室田武『電力自由化の経済学』 宝島社 1993年 329，.，351
頁を参照されたい。
33)字賀克也 「電源三法交付金の問題点J Ii近年における電源立地とその諜震』 日本エ
ネルギー法研究所 1995年 39頁。
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